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第４９号議案 
 
 
 
   芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する

条例の制定について 
 
 

芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条

例を別紙のように定める。 
 
 

平成２３年９月６日提出 
 
 
 

芦屋市長 山 中  健 
 
 
  
 
提案理由 
 
 地区計画の都市計画決定に伴い，地区整備計画区域の追加をするため，この条例を

制定しようとするもの。 



 

芦屋市条例第  号 

 

 

   芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する

条例 

 

芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成１４年芦屋市条

例第２７号）の一部を次のように改正する。 

 

別表第１に次のように加える。 

１９ 三条南町地区地区整備計画区域 

（平成２３年芦屋市告示第９６号 決定）

都市計画法第２０条第１項の規定により

告示された阪神間都市計画（芦屋国際文

化住宅都市建設計画）三条南町地区地区

計画のうち，地区整備計画が定められた

地域 

 

別表第２地区計画区域内の制限 １８ 船戸町地区地区整備計画区域の表の次に

次の表を加える。 

１９ 三条南町地区地区整備計画区域 

ア 計画地区の区分 全域 

イ 建築してはならない建

築物 

(1) 店舗，飲食店その他これらに類する用途に供する建築物（法別

表第２（い）項第２号に掲げるものを除く。） 

(2) 住戸又は住室の床面積が４０平方メートル未満のものを有す

る長屋，共同住宅又は寄宿舎 

ウ 容積率の最高限度  

(ｱ)最高限度  エ 建ぺい

率 (ｲ)緩和  

オ 建築物の敷地面積の最

低限度 

１５０平方メートル。ただし，２，０００平方メートル未満の敷地

を分割する場合は，１３０平方メートル 

(ｱ)距離の最

低限度 

隣地境界線から建築物の外壁等の面までの距離は，次に掲げるとお

りとする。 

(1) 敷地面積が１３０平方メートル以上２５０平方メートル未満

の場合は，０．７メートル 

(2) 敷地面積が２５０平方メートル以上５００平方メートル未満

の場合は，１メートル 

(3) 敷地面積が５００平方メートル以上の場合は，１．５メートル

カ 建築物

等の外

壁等の

面から

敷地境

界線等

までの

距離 (ｲ)適用除外 次の各号のいずれかに該当する場合 

(1) 物置その他これに類する用途に供し，軒の高さが２．３メート

ル以下で，かつ，床面積の合計が５平方メートル以内であること。

(2) 建築物の外壁等の中心線の長さの合計が３メートル以下であ

ること。 

キ 建築物

の高さ

(ｱ)最高限度 １ 敷地面積５００平方メートル以上の場合は１２メートル，敷地

面積５００平方メートル未満の場合は１０メートル。ただし，次
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に掲げる要件に適合するものについては，この限りでない。 

(1) 地区計画の決定告示の際現に存する建築物の高さ又は現に建

築の工事中の建築物の予定の高さが，敷地面積５００平方メー

トル以上の場合は１２メートル，敷地面積５００平方メートル

未満の場合は１０メートルを超える場合であって，当該敷地を

一の敷地として再度新築するもの 

(2) 敷地面積の１０分の１以上である空地（緑地を含む。）を道路

に面して有するもの 

２  前項ただし書に該当する場合の最高限度は，既に存する建築物

の高さ又は現に建築の工事中の建築物の予定の高さとする。 

の最高

限度 

(ｲ)例外 階段室，昇降機塔，装飾塔，物見塔，屋窓その他これらに類する建

築物の屋上部分は，当該建築物の高さに算入し，棟飾，防火壁の屋

上突出部その他これらに類する屋上突出部は，当該建築物の高さに

算入しない。 

 

 

  附 則 

 

この条例は，平成２３年１０月１日から施行する。 
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参 照 

 

 

   芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正要綱 

 

 

１ 改正の趣旨 

 地区計画の都市計画決定に伴い，地区整備計画区域の追加をするため，この条例

を制定しようとするもの。 

 

２ 改正の内容 

(1) 地区整備計画区域の追加（別表第１関係） 

別表第１に「三条南町地区地区整備計画区域」を次のとおり加える。 

１９ 三条南町地区地区整備計画区域 
（平成２３年芦屋市告示第９６号 決定） 

都市計画法第２０条第１項の規定によ
り告示された阪神間都市計画（芦屋国際
文化住宅都市建設計画）三条南町地区地
区計画のうち，地区整備計画が定められ
た地域 

 

(2) 地区計画区域内の制限の追加（別表第２関係） 

新たな地区計画の都市計画決定に伴い，別表第２に「三条南町地区」の建築物

の制限に関する表を次のとおり加える。 

１９ 三条南町地区地区整備計画区域 

ア 計画地区の区分 全域 

イ 建築してはならない建

築物 

(1) 店舗，飲食店その他これらに類する用途に供する建築物（法別

表第２（い）項第２号に掲げるものを除く。） 

(2) 住戸又は住室の床面積が４０平方メートル未満のものを有す

る長屋，共同住宅又は寄宿舎 

ウ 容積率の最高限度  

(ｱ)最高限度  エ 建ぺい

率 (ｲ)緩和  

オ 建築物の敷地面積の最

低限度 

１５０平方メートル。ただし，２，０００平方メートル未満の敷地

を分割する場合は，１３０平方メートル 

(ｱ)距離の最

低限度 

隣地境界線から建築物の外壁等の面までの距離は，次に掲げるとお

りとする。 

(1) 敷地面積が１３０平方メートル以上２５０平方メートル未満

の場合は，０．７メートル 

(2) 敷地面積が２５０平方メートル以上５００平方メートル未満

の場合は，１メートル 

(3) 敷地面積が５００平方メートル以上の場合は，１．５メートル

カ 建築物

等の外

壁等の

面から

敷地境

界線等

までの

距離 (ｲ)適用除外 次の各号のいずれかに該当する場合 
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(1) 物置その他これに類する用途に供し，軒の高さが２．３メート

ル以下で，かつ，床面積の合計が５平方メートル以内であること。

(2) 建築物の外壁等の中心線の長さの合計が３メートル以下であ

ること。 

(ｱ)最高限度 １ 敷地面積５００平方メートル以上の場合は１２メートル，敷地

面積５００平方メートル未満の場合は１０メートル。ただし，次

に掲げる要件に適合するものについては，この限りでない。 

(1) 地区計画の決定告示の際現に存する建築物の高さ又は現に建

築の工事中の建築物の予定の高さが，敷地面積５００平方メー

トル以上の場合は１２メートル，敷地面積５００平方メートル

未満の場合は１０メートルを超える場合であって，当該敷地を

一の敷地として再度新築するもの 

(2) 敷地面積の１０分の１以上である空地（緑地を含む。）を道路

に面して有するもの 

２ 前項ただし書に該当する場合の最高限度は，既に存する建築物

の高さ又は現に建築の工事中の建築物の予定の高さとする。 

キ 建築物

の高さ

の最高

限度 

(ｲ)例外 階段室，昇降機塔，装飾塔，物見塔，屋窓その他これらに類する建

築物の屋上部分は，当該建築物の高さに算入し，棟飾，防火壁の屋

上突出部その他これらに類する屋上突出部は，当該建築物の高さに

算入しない。 

 

 

３ 施行期日 

 平成２３年１０月１日 
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